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 Prove to have actually engaged in fair

amount of similar matters properly

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Other persons who are qualified as pro‑

vided in the bidding instructions

 Time‑limit for Tender : 6 : 00 PM, 10 Oc‑

tober, 2023

 Contact point for the notice : Haruka Ya‑

mada, Procurement Management Departm‑

ent, Japan Pension Service, 524, Takaido‑
nishi 3‑chome, Suginami‑ku, Tokyo, 168
8505, Japan TEL 0353441100

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
令和５年７月 28 日

支出負担行為担当官
中部地方整備局長 佐藤 寿延

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 23
〇第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 令和５年度設楽ダム瀬戸設楽線松
戸地区道路建設工事（電子入札対象案件）（電
子契約対象案件）
 工事場所 愛知県北設楽郡設楽町松戸地先
 工事内容 工事延長 Ｌ＝100ｍ、橋台工
１式、道路土工 １式、擁壁工 １式、仮
橋・仮桟橋工 １式

 総価契約単価合意方式の適用
 本工事は、「総価契約単価合意方式」の対
象工事である。本工事では、契約変更等に
おける協議の円滑化に資するため、契約締
結後に、受発注者間の協議により総価契約
の内訳としての単価等について合意するも
のとする。
 本方式の実施方式としては、
イ 単価個別合意方式（工事数量総括表の
細別の単価（一式の場合は金額。ロにお
いて同じ。）のそれぞれを算出した上で、
当該単価について合意する方式）
ロ 包括的単価個別合意方式（工事数量総
括表の細別の単価に請負代金比率を乗じ
て得た各金額について合意する方式）
があり、受注者が選択するものとする。
ただし、受注者が単価個別合意方式を選
択した場合において、の協議の開始の日
から14日以内に協議が整わないときは、包
括的単価個別合意方式を適用するものとす
る。

 本工事は、入札書提出期限前に発注者が一
部の単価を公表する試行工事である。

 本工事は、資料の提出、入札等を電子入札
システムで行う対象工事である。なお、電子
入札システムによりがたいものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えることができ
る。
 本工事は、段階的選抜方式における一次審
査に係る申請書（以下「申請書」という。）及
び段階的選抜方式における一次審査に係る技
術資料（以下「簡易技術資料」という。）を提
出した者のうち、一次審査の評価点が上位の
者（以下「一次選抜者」という。）以外の競争
参加者による入札を無効とする段階的選抜方
式の工事である。
一次選抜者は、一次審査の評価点が上位
５～10者程度とする。ただし、上位10者以上
が同一評価点の場合は、それらの者を一次選
抜者とする。
 本工事は、競争参加者の資料作成及び発注
者の技術審査に係る事務負担軽減を図るた
め、一次審査で提出する書類を申請書及び１
枚の簡易技術資料のみとし、一次選抜者に対
してのみ、簡易技術資料の根拠となる詳細技
術資料の提出を求める、簡易確認型による試
行の対象工事である。

 本工事は、施工手順の工夫等の創意工夫に
よる生産性向上の取り組みを推進する「生産
性向上チャレンジ」の試行対象工事である。
 本工事は、国土交通省が提唱するi‑Const‑
ructionに基づき、ＩＣＴ技術の全面的活用
を図るため、起工測量、設計図書の照査、施
工、出来形管理、検査及び工事完成図や施工
管理の記録及び関係書類について３次元デー
タを活用するＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ土工）
である。
但し、砂防工事など施工現場の環境条件に
より、ＩＣＴ建設機械による施工が困難とな
る場合は従来型建設機械による施工を実施し
てもＩＣＴ活用工事とする。
 本工事は、完全週休２日を確保した施工を
実施する試行の対象工事である。完全週休２
日を確保出来た場合に工事成績評定点におい
て評価する。
また、本工事の完成時に、完全週休２日取
組認定証が発行された場合、今後、中部地方
整備局で発注される総合評価の評価項目にお
いて加点対象とする工事である。なお、取組
認定証は、対象期間中の全週間数に対して、
休日対象日を現場閉所とした週間数の割合が
70％を超えた場合に発行する。
また、提出された工程表が週休２日の取得
を前提としていないなど、明らかに、受注者
側に週休２日に取り組む姿勢が見られなかっ
た場合については、内容に応じて、工事成績
評定実施要領の別紙様式第１における考査項
目「７．法令遵守等」の「８．その他」の項
目において、点数を減ずる措置を行うものと
する。

 使用する主要な資機材 コンクリート 約
1943、鉄筋 約236ｔ

 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式のうち、企業・技術者の能力等、品質確保
のための体制、その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式（技術提案評価型Ｓ型）
の試行工事である。
なお、上記取り組みの詳細については、国
土交通省中部地方整備局ホームページアドレ
ス：https://www.cbr.mlit.go.jp/「整備局トッ
プ」「入札・契約情報」「工事」「総
合評価運用ガイドライン等（工事関係）」に記
載されているとおりである。

 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事であ
る。
 本工事は、入札書及び技術提案書等の同時
提出を行う工事である。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。

 全体工期 契約締結日の翌日から令和８年
２月28日まで（但し、令和６年１月４日まで
に工事の始期を設定すること）
工事を施工しない日 設計図書のとおり
工事を施工しない時間帯 設計図書のとおり
本工事は、受注者が全体工期内で工事の始
期及び終期を任意に設定することができるフ
レックス工期を採用した工事であり、前後余
裕期間を設定している。

前余裕期間とは、契約の締結から工事の始
期までの期間をいう。後余裕期間とは、受注
者が柔軟な工期を設定するため、工期（実工
期）の後に、工期（実工期）の一定割合を限
度として加えた期間をいい、契約後において
は実工期の一部に含まれ、監理技術者等の配
置は要する。なお、実工期及び後余裕期間に
おいて、受注者が工事の終期を任意に設定す
ることで期間を縮めることが出来る。
工事の始期までの前余裕期間内は、監理技
術者等を配置することを要しない。また、前
余裕期間の間は現場への資材の搬入や仮設物
の設置等、現場での実際の工事のための準備
は行ってはならないが、現場での作業を伴わ
ない工事実施に向けての必要な以下に示す内
業等はできる。
・資機材の手配（契約等）
・下請け業者との契約
・発注者との打合せ
・その他、発注者が認めたもの
なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責
により行うものとする。
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